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(54) Title: ABSORBENT ARTICLE

(54) 発 明の名称 ：吸収性 物 品

(57) Abstract: A n aosorbent article provided with a top sheet ) , a back-
sheet (2), and an absorber (3), an indicator section (6) that changes visibly
in response to contact with a liquid being disposed between the backsheet
(2) and the absorber (3), the absorber (3) being provided with an absorbent
core (4) having a fiber material (41) and a water-absorbent polymer (42)
and with a cover sheet (5) for covering an outer surface of the absorbent
core (4), the cover sheet (5) having a bag- shaped section ( 1) for covering a
non-skin-contact side ：from a skin-contact side of the absorbent core (4) and
a closed opening (52) that i s continuous with the bag- shaped section ( 1)
and positioned on the outside thereof, as seen in a widthwise cross-section
al view of the absorber (3), two widthwise ends (5a and 5b) of the cover
sheet (5) that are at the non-skin-contact side of the absorbent core (4) be
ing joined together and folded over in an A-shaped fold in the closed open
ing (52), the closed opening (52) being arranged so as to completely cover a
region (61) in which the indicator section (6) i s arranged, and the closed
opening (52) and the bag- shaped section ( 1) being partially bonded to
gether.

(57) 要 約： 表面 シー ト （1 ) 、裏 面 シー ト （2 ) 及 び吸収体
( 3 ) を備 えた 吸収性 物 品で あ って、裏 面 シー ト （2 ) と吸

収体 （3 ) との 間 には、液 との接触 に よ り視 覚 的 に変化す る
イ ンジケー タ部 （6 ) が配 設 され て お り、吸収体 （3 ) は、

ま 繊維素 材 （4 1 ) 及 び 吸水 性 ポ リマー （4 2 ) を有す る吸収
性 コア （4 ) と該 吸収 性 コア （4 ) の外 面 を覆 う被覆 シー ト

まョ ま ( 5 ) とを備 えて お り、吸収体 （3 ) の幅 方 向断面視 、被 覆
シー ト （5 ) は、吸収 性 コア （4 ) の肌 当接 面側 か ら非肌 当

に 接面側 を覆 う袋 状部 （5 1 ) と該 袋 状部 （5 1 ) に連設 され
丄 そ の 外 方 に位 置 す る閉 じ口部 （5 2 ) と を有 し、 閉 じ口部

( 5 2 ) は、 吸 収 性 コア （4 ) の 非 肌 当接 面 側 に あ る被 覆
シー ト （5 ) の幅 方 向の両 端部 （5 a ) 及 び 5 b ) が合 掌 折

りで接合 され 、 か つ 折 り畳 まれ て な り、 閉 じ口部 （5 2 ) は、 イ ンジケ ー タ部 （6 ) の 配 設 され た領 域
( 6 1 ) を全 て覆 うよ うに配置 され 、前記 閉 じ口部 （5 2 ) と前記 袋 状部 （5 1 ) とは部 分 的 に結合 され

てい る吸収性 物 品。



明 細 書

発明の名称 ：吸収性物品

技術分野

[0001 ] 本発明は使い捨ておむつ等の吸収性物品に関 し、特 に排泄の有無を視覚的

に認識できる吸収性物品に関する。

背景技術

[0002] 従来、使い捨ておむつ等の吸収性物品には、裏面シー トと吸収体 との間に

排泄液 との接触で変色するインジケータ部 を設け、その変色を外側か ら視認

可能 と したものがある。通常、排泄液は、吸収体内の吸収性 コア及びその外

側 を覆 う被覆シ一 卜 （台紙 ともいう）を透過 してインジケータ部 と接触する

。 これによりインジケータ部の変色が生 じ、適切な交換時期 を判断すること

ができる。 このインジケータ部の変色に関 して工夫されたものと して、例え

ば、特許文献 1 には、吸収性 コアを被覆する台紙が交差 して重なる部分 と裏

面シ一 卜との間に変色可能な親水性組成物 を配 したおむつが記載 されている

。 この台紙の重な り部分によって、尿 との接触で組成物がに じみ難 く色ぼけ

し難いので、変色の視認性 を向上させることができる。 また特許文献 2 には

、吸収性 コアと変色可能な組成物 との間に液透過性の中間シ一 卜を配 したお

むつが記載 されている。 これにより前記組成物 と尿 との接触で生 じかねない

吸収性 コアの着色を抑制できる。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 4 _ 3 3 7 3 8 4 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 2 5 2 6 5 9 号公報

発明の概要

[0004] 本発明は、肌当接面側 に配置された表面シー ト、非肌当接面側 に配置され

た裏面シ一 卜、及び両シ一 卜間に介在配置された吸収体を備えた吸収性物品

であって、前記裏面シ一 卜と前記吸収体 との間には、液 との接触 により視覚



的に変化するインジケータ部が配設されており、前記吸収体は、繊維素材及

び吸水性ポリマ一を有する吸収性コアと該吸収性コァの外面を覆う被覆シ一

卜とを備えており、前記吸収体の幅方向断面視、前記被覆シートは、前記吸

収性コアの肌当接面側から非肌当接面側を覆う袋状部と該袋状部に連設され

その外方に位置する閉じ口部とを有し、前記閉じ口部は、前記吸収性コアの

非肌当接面側にある前記被覆シー卜の幅方向の両端部が合掌折りで接合され

、かつ折り畳まれてなり、前記閉じ口部は、前記インジケータ部の配設され

た領域を全て覆うように配置され、前記閉じ口部と前記袋状部とは部分的に

結合されている吸収性物品を提供する。

[0005] また本発明は、連続搬出される被覆シ一卜原反上に前記吸収性コアを載置

し、前記被覆シー卜原反の幅方向両端部を持ち上げ前記吸収性コア上で合掌

折りし、前記両端部の対向面それぞれにホッ卜メル ト接着剤を塗布し接合し

て袋状部を形成し、前記接合された両端部を前記袋状部に沿うように折り畳

んで閉じ口部を形成して前記吸収体を得、該吸収体を上下反転させる吸収体

形成工程と、連続搬送される裏面シー卜原反に呈色指示薬と粘着成分との混

合物を含有するホッ卜メル ト組成物を塗布し、さらに冷却して固化させるィ

ンジケ一タ部形成工程と、前記ィンジケ一タ部が形成された裏面シ一卜原反

上に前記ィンジケ一タ部の幅方向外方において間欠的にホッ卜メル 卜接着剤

を塗布し、該裏面シ一卜のホッ卜メル ト接着剤によって前記閉じ口部の前記

閉じ口付け根部及び前記閉じ口外方端縁が裏面シ一卜と接合されるようにし

て前記吸収体を載置し固定する積層工程とを有する吸収性物品の製造方法を

提供する。

図面の簡単な説明

[0006] [ 図1]本発明の吸収性物品における一実施形態としての展開型使い捨ておむつ

の展開した状態を非肌面側 （裏面シート側）から模式的に示す一部切欠展開

平面図である。

[図2]図 1の I I _ I I 線断面の拡大断面図であり、幅方向断面図である。

[図3]図2 の部分拡大断面図である。



[ 図4]本実施形態に係る閉じ口部の他の好ましい態様について模式的に示した

部分拡大断面図である。

[図5]図 1のV —V線断面の拡大断面図であり、おむつ 1 0 の幅方向中心線C

1 に沿った縦方向断面図である。

[図6]従来の吸収体の形態を用いたおむつを模式的に示した図であり、 （A )

は幅方向断面図であり、 （B ) は縦方向断面図である。

[図7]本実施形態に係る吸収体の変形例を模式的に示した幅方向断面図である

[図8-1 ]本実施形態に係る吸収体の別の変形例を模式的に示した図であり、 （

A ) は吸収体の平面図であり、 （B ) は （A ) の吸収体とインジケータ部と

の配置関係を模式的に示した図3 相当の部分拡大断面図である。

[図8-2] 本実施形態に係る吸収体のさらに別の変形例を模式的に示した図3 相

当の部分拡大断面図である。

[図9]本発明の吸収性物品の製造方法について、本実施形態の展開型使い捨て

おむつの製造工程としてその要部の概要を示した説明図である。

[図10]本実施形態の展開型使い捨ておむつに係る吸収体における閉じ口部 5

の形成工程を模式的に示した説明図である。

[図11]実施例及び比較例において製作したおむつの形態を模式的に示す概略

断面図である。

発明の詳細な説明
[0007] 本発明は、排尿時の素早い変色性能を維持しつつ、吸水性ポリマーとイン

ジケ一タ部との接触を防止して不要な変色を抑制し得る吸収性物品に関する

。また本発明は、変色性能を維持して不要な変色を適切に抑制し得る吸収性

物品の製造方法に関する。

[0008] 本発明に係る吸収性物品の好ましい実施形態について、図面を参照して説

明する。

まず図 1及び 2 を参照して本実施形態の使い捨ておむつ 1 0 の概要を説明

する。図 1 に示すように、本実施形態の使い捨ておむつ 1 0 は、肌当接面側



に配置 された液透過性の表面シー 卜1 、非肌 当接面側 に配置 された透湿性か

っ液不透過性の裏面シ一 卜2 、及び該両シ一 卜の間に介在 される吸収体 3 を

具備する。表面シ一 卜1 及び裏面シ一 卜2 は実質的に縦長の形状である。吸

収体 3 は、 これ らよ りも長手方向 （Y 方向）及び幅方向 （X 方向）の長 さが

やや短 く、長手方向中央付近で内方 に括れた実質的に縦長の砂時計形状であ

る。吸収体 3 は、 その長手方向を表面シ一 卜1 及び裏面シ一 卜2 の長手方向

に一致 させ略中央 に配置 されている。 これ ら表面シ一 卜1 、裏面シ一 卜2 及

び吸収体 3 は、ホ ッ 卜メル ト接着剤等 によって接合 されている。

[0009] 吸収体 3 は、図 2 に示すように、液 を吸収保持する吸収性 コア 4 と被覆 シ

— 卜5 とか らなる。吸収性 コア 4 は繊維素材 4 及び吸水性ポ リマ一 4 2 を

含有 して混合積繊 させたものである。被覆 シ一 卜5 は、吸収性 コア 4 の形状

を保持するためその外面 を覆 っている。 また裏面シ一 卜2 と吸収体 3 との間

には、 おむつ 1 0 の幅方向中央付近 に 3 条のインジケータ部 6 ( 6 a , 6 b

， 6 c ) が股下部 C か ら腹側部 F 及び背側部 R に及んで配 されている （図 1

及び 2 参照）。インジケータ部 6 の長手方向長 さは、吸収体 3 の長 さよ りも

短 くされている。 インジケータ部 6 は、液 との接触 によ り視覚的に変化する

機能 を有する。 ィンジケ一タ部 6 が裏面シ一 卜2 と吸収体 3 との間に配置 さ

れることで、股下部 C を中心 に排泄 される尿等の液 と接触 されやす く、 イン

ジケ一タ部 6 の視覚的変化がタイミングよ く生 じ得 る。 この視覚的変化 によ

りおむつ 1 0 を装着 したままでも外側か ら排尿等 を認識することがで きる。

本発明において 「視覚的変化」あるいは 「変色」 とは、液 との接触で、ある

色か ら他の色への色変化、有色か ら無色への色消失、無色か ら有色への色発

現 を含む意味である。 インジケータ部 6 の配設数 は、本実施形態の 3 条 に限

定されず任意 に設定することがで きる。なお、本実施形態 における吸収体 3

の被覆 シ一 卜5 及びィンジケ一タ部 6 の構造及び配置関係 については後述す

る。

[001 0] 表面 シー ト1 の肌面側 には、 その長手方向 （Y 方向）両側部か ら幅方向 （

X 方向）外方 に向けて一対のサイ ドシ一 卜7 ， 7 が配 されている。裏面シ一



卜2 の非肌 当接面側 には、 その全面 を覆 うように不織布か らなる外装 シ一 卜

8 が配 されている。 この外装 シ一 卜8 によって、 おむつ 1 0 の外側 は柔 らか

な肌触 り及び風合いのあるもの となる。サイ ドシ一 卜7 及び外装 シ一 卜8 の

長手方向 （Y 方向）長 さは、 それぞれ表面シ一 卜1 及び裏面シ一 卜2 の長手

方向 （Y 方向）長 さに略一致 している。 さ らにサイ ドシ一 卜7 及び外装 シ一

卜8 は、腹側部 F 及び背側部 R において表面シ一 卜1 及び裏面シ一 卜2 よ り

も幅方向 （X 方向）外方 に張 り出 しホ ッ トメル ト接着剤等 によって接合 され

ている。 これによ り図 1 に示す使 い捨ておむつ 1 0 の外形が形成 される。 お

むつ 1 0 は、 その展開状態の平面視 において、着用時に着用者の腹側 に配 さ

れる腹側部 F 、着用者の股下部分 に配 される股下部 C 、着用者の背側 に配 さ

れる背側部 R とか らな り、 その全体 と して股下部 C が幅方向内方 に括れた砂

時計形の形状 を有 している。

サイ ドシ一 卜7 の幅方向中央寄 りの内方端部 には弾性部材 7 が配 されて

いる。 おむつ 1 0 の装着時に弾性部材 7 1 が収縮 し、股下部 C に防漏 カフ 7

が形成 される。 またサイ ドシー ト7 の幅方向外方 にはそれぞれ弾性部材 7

3 が配 され レッダギヤザ一 7 4 が形成 されている。 また、 おむつ 1 0 の長手

方向端部側付近 に幅方向に亘 る複数本の弾性部材 1 3 が配 されている。 これ

ら弾性部材 1 3 ， 7 1 及び 7 3 の伸縮 によっておむつ 1 0 は、着用者の運動

等 による体形変化 にもよ く追従 してフィッ 卜し、液体等の横漏れを効果的に

防止 し得 る。図 1 に示すように、 おむつ 1 0 の腹側部 F 及び背側部 R には、

サイ ドシ一 卜7 と外装 シ一 卜8 とが積層 されて幅方向外方 に張 り出 した背側

フラップ部 1 7 及び腹側 フラップ部 1 8 が形成 されている。背側 フラップ部

7 にはファスニ ングテープ 1 9 が設 け られている。 このテープ 1 9 を 复側

フラップ部 1 8 に設 けたテープ貼付部 （図示せず）に貼付 して、 おむつを装

着固定することがで きる。 この とき、 おむつ長手方向中央 を緩やかに内側 に

折 り曲げて、吸収体 3 が着用者の臀部か ら下腹部 にわた って沿 うように着用

する。 これによ り排泄物が的確 に吸収体 3 に吸収保持 される。本実施形態の

おむつ 1 0 においては、 さ らに機能的な構造部ゃシ一 卜材等 を設 けてもよい



[001 2 ] 本 発 明 においては、特 に断 らない限 り、 人体 に接触 す る側 の面 を肌側面 な

い し肌 当接面 あ るいは表面 といい、 これ と反対側 の面 を非肌面 ない し非肌 当

接面 あ るいは裏面 とい う。 この 2 つの面 において、肌側面 に近 い方 ない しそ

の延長方 向 を肌面側、肌 当接面側又 は表面側 といい、非肌面 に近 い方 ない し

その延長方 向 を非肌面側、非肌 当接面側又 は裏面側 とい う。装着 時 に人体 の

前側 に位置 す る方 向 を前方 といいその端部 を前端部 と し、後側 に位置 す る方

向 を後方 といいその端部 を後端部 と して説 明す る。 吸収性物 品の表面又 は裏

面 の法線方 向 を厚 み方 向 といいその量 を厚 さ とい う。 更 に、特 に断 らない限

り、 吸収性物 品の平面視 において腹側部 か ら股 下部 を亘 り背側部 に至 る方 向

を縦方 向又 は長手方 向 （Y 方 向） といい、 この縦 （長手 ）方 向 と直交す る方

向 を幅方 向 （X 方 向） とい う。 なお、前記縦方 向は典型 的 には装着状態 にお

いて人体 の前後方 向 と一致 す る。

[001 3] 次 に、 図 3 及び 4 を参照 して、 おむつ 1 0 における吸収体 3 の被覆 シ一 卜

5 及び ィ ンジケ一 タ部 6 の構造及び配置 関係 について詳述 す る。 なお図 3 に

おいては、 吸収体 3 、 イ ンジケー タ部 6 、裏面 シ一 卜2 及び外装 シ一 卜8 の

みの幅方 向 （X 方 向）断面 を拡 大 して示 している。

前述 の とお り、 3 条 のィ ンジケ一 タ部 6 が裏面 シ一 卜2 と吸収体 3 との間

に配置 されている。 イ ンジケー タ部 6 b が おむつ 1 0 の幅方 向 （X 方 向） 中

心線 C 付近 に配置 され、 その左右幅方 向へ等 間隔 に離 間 してィ ンジケ一 タ

部 6 a 及び 6 c は配置 されている。 このィ ンジケ一 タ部 6 a の端部 か らイ ン

ジケ一 タ部 6 c の端部 までの幅方 向領域 をイ ンジケー タ領域 6 とす る。 ィ

ンジケ一 タ部 6 は、例 えば p H の変化 によ って色 が変化 す る呈色指示薬 を含

む親水性組成物 を用 いて形成 され る。 イ ンジケー タ部 6 の配設方法 は、 この

種 の物 品 に用 い られ る方法 を採用で きる。例 えば、前記組成物等 の変色可能

な材 を裏面 シ一 卜2 や吸収体 3 の被覆 シ一 卜5 に直接塗布 す る方法や、 テ ィ

ッシ ュペ ー パ ー や親水性不織布等 のシ一 卜部材 に塗布 した り含浸 させた り し

た もの を介在 させ る方法 な どが挙 げ られ る。本実施形態 においては、後述 す



るようにィ ンジケ一タ部 6 の不要な変色 を防止する観点か ら、裏面 シ一 卜2

の吸収体 3 との対向面 （肌 当接面） に塗布 されている。 なお、本発明におい

て、 イ ンジケータ部 6 の配設数ゃ配設間隔は、本実施形態のものに限定 され

ず、用途や物 品の大 きさ等 によ り必要 によ り任意 に設定で きる。 この設定 に

合わせてイ ンジケータ領域 6 の範 囲も変わ る。

[0014] おむつ 1 0 は、着用状態で、股下部 C のやや腹側寄 りに排尿ボイ ン 卜p が

あ り多 くの排尿 を受 ける。 図 1 に示す排尿ボイ ン 卜p は男性 の場合の位置で

あ り、女性 の場合 は これ よ り少 し縦方向中央 に寄 った位置である。 ここで排

泄ポィ ン 卜p とは、着用者 が使 い捨 ておむつ 1 0 を着用 した際 に最初 に尿 を

受 ける領域及びその周辺 を意味する。 したが って、上述 した閉 じ口部 5 2 及

びイ ンジケータ領域 6 の配置 は、幅方向の中央線 C を覆 い、縦方向にお

ける排尿ボイ ン 卜P とその周辺 にかかるように配することが好 ま しい。

[001 5] 吸収体 3 は、前述の とお り、 吸収性 コア 4 と被覆 シ一 卜5 とか らなる。 吸

収性 コア 4 は、繊維素材 4 の繊維 間に吸水性 ポ リマ一 4 2 が混在 するよう

にされた混合積繊体である （図 3 参照）。 吸水性 ポ リマ一 4 2 の形状 と して

は、 図 3 に示すような粒子状 の他、繊維状 のもの等が挙 げ られ る。 吸水性 ポ

リマ一 4 2 が粒子状 である場合、 その形状 の違 いか ら、不定形 タイプ、塊状

タイプ、俵状 タイプ、球状凝集 タイプ、球状 タイプ等があ り、 いずれのもの

も任意 に採用することがで きる。 またその粒径 も任意 に設定で きる。 吸水性

ポ リマ一 4 2 は、微量の水分 を含んで粘性 を生 じさせ、繊維素材 4 1 間にお

いて安定的に固定 されている。 なお吸収性 コア 4 において、繊維素材 4 と

吸水性 ポ リマ一 4 2 との構成比率 は、物 品の用途や大 きさ等 によ り任意 に設

定で きる。

[001 6] 被覆 シー ト5 は、 吸収性 コア 4 の縦方向 （Y 方向）長 さに略一致する長 さ

を有 し、 吸収性 コア 4 の肌 当接面側 か ら幅方向 （X 方向）の両側面 を覆 い、

さ らに非肌 当接面側へ と至 って接合 されている。 これ によ り、 吸収性 コア 4

の形状 が維持 され易 くなる。 よ り詳細 には、被覆 シ一 卜5 は、 吸収体 3 の幅

方向 （X 方向）断面視 において、袋状部 5 と該袋状部 5 の外方 に位置す



る閉 じ口部 5 2 とを有 す る。袋状部 5 は吸収性 コア 4 の外面 に当接 して こ

れ を覆 う部分 であ る。 閉 じ口部 5 2 は、 図 3 が示 す よ うに、 吸収性 コア 4 の

左右幅方 向端 か ら延 出された被覆 シ一 卜5 の左右両端部 5 a 及び 5 b (袋状

部 5 の端部 ）か ら構成 されている。被覆 シ一 卜5 の両端部 5 a 及び 5 b は

、 その吸収性 コア 4 との対 向面側 が互 いに対面 され るよ うに して袋状部 5

の外側 で合掌折 りされ接合 されている。 この接合 によ って両端部 5 a 及び 5

b が一体化 され、袋状部 5 1 が封止 され る。 そ して、合掌折 りされた被覆 シ

— 卜5 の平面部分 （図 3 において端部 5 b の平面部分）がイ ンジケー タ部 6

と対面 す るよ うに袋状部 5 に沿 って折 り畳 まれて閉 じ口部 5 2 とな る。 な

お閉 じ口部 5 2 は、 その閉 じ口付 け根部 5 4 (図 3 参 照）で袋状部 5 1 と結

合 している。 閉 じ口付 け根部 5 4 は、合掌折 りによ り袋状部 5 1 か らやや持

ち上 が るよ うにされている。本発 明 において、 閉 じ口部 5 2 と袋状部 5 と

の結合 は、 同一部材 の連続体 と して連設 されている場合 に限 らず、別体 の も

の を接合 した形態 であ って もよい。 また閉 じ口部 5 2 と袋状部 5 との結合

は、 閉 じ口付 け根部 5 4 以外 で部分 的 に接合 されている形態 をも含 む。

[001 7] この よ うに閉 じ口部 5 2 は、袋状部 5 1 か ら外方 に突 出 し、 文字 どお り袋

状部 5 1 を封止 して 口閉 じす る部分 であ る。 閉 じ口部 5 2 においては、被覆

シ一 卜5 の端部 5 a 及び 5 b が いずれ も袋状部 5 内部 に入 り込 まない構造

とされ、 吸水性 ポ リマ一 4 2 の漏 出が誘発 され難 い。 これ によ り、 吸収性 コ

ァ 4 内に点在 す る吸水性 ポ リマ一 4 2 の漏 出が効果 的 に抑制 され る。 なお、

袋状部 5 と閉 じ口部 5 2 とは連続 した被覆 シ一 卜5 か ら形成 されてお り、

その境界 は上記 の区分 に基 づいて機 能 的 に定め られれ ばよい。 「合掌折 り」

とは、両手 を合せ るよ うに 2 つのシ一 卜面 を対面 させて折 る ことであ り、被

覆 シ一 卜5 の 2 つの端部 5 a 及び 5 b の吸収性 コア 4 との対 向面 を吸収性 コ

ァ 4 の水平面 か ら角度 をつ けて立 ち上 げ対 向 させ面状 に当接 させ る ことをい

ラ。

[001 8] 閉 じ口部 5 2 は、 3 条 のイ ンジケー タ部 6 ( 6 a , 6 b ， 6 c ) が配設 さ

れたイ ンジケー タ領域 6 を全 て覆 うよ うに配置 されている。 つ ま りイ ンジ



ケ一タ部 6 と吸収性 コア 4 との間には、被覆 シ一 卜5 による 3 層構造 （閉 じ

口部 5 2 の 2 層、袋状部 5 1 の 1層）が介在 されていることとなる。 これに

よ り、 インジケータ部 6 を吸水性ポ リマ一 4 2 か ら物理的に離間させること

がで き、両者の接触機会 を抑 えることがで きる。 この接触機会 と しては、例

えば、袋状部 5 内で吸水性ポ リマ一 4 2 が吸収性 コア 4 の非肌 当接面側で

流動化 した場合 において、 さ らに吸収体 3 外部 に漏 出 して直接的に接触 して

しまう機会が挙 げ られる。 また、流動化 した吸水性ポ リマ一 4 2 に含 まれる

微量の水分が袋状部 5 内か ら被覆 シ一 卜5 に浸透 してインジケータ部 6 と

間接的に接触する機会な ど、様 々な接触機会があ り得 る。吸水性ポ リマ一 4

が含む水分は、吸収性 コア 4 の形成時に含有 されたものや外気の湿気が吸

湿 されたものな ど種 々考 え られる。 このような水分 を含む吸水性ポ リマ一 4

2 に対 し、閉 じ口部 5 2 は、袋状部 5 1 の口を しつか りと封止 して吸水性ポ

リマ一 4 2 を閉 じ込める。加えて閉 じ口部 5 2 は、 インジケータ部 6 と吸収

性 コア 4 との間に介在 して両者の距離 を保つ ことがで きる。 これによ り、 ィ

ンジケ一タ部 6 と吸水性ポ リマ一 4 2 との直接的ない し間接的な接触機会 を

効果的に抑制で きる。 その結果、本来の排泄尿時 とは異なるインジケータ部

6 の不要な変色 を効果的に防止することがで きる。 そ しておむつを手 に した

使用者が不要な変色 によって抱 きかねない衛生上の不安や品質に対する誤解

等 を回避することがで きる。

前述の接触機会の うち、吸水性ポ リマー 4 2 の漏 出による直接的な接触機

会 を抑制する観点か ら、閉 じ口部 5 2 の うちでも先端の閉 じ口外方端縁 5 3

か らで きるだけ離れた位置 にィンジケ一タ部 6 があることが好 ま しい （図 3

参照）。 よ り具体的には、 おむつ 1 0 の幅方向中心線 C 1 か ら閉 じ口外方端

縁 5 3 ( = 閉 じ口部 5 2 の先端） までの長 さ （t 2 ) に対するインジケータ部

6 a の端縁か ら閉 じ口外方端縁 5 3 までの長 さ （t 4 ) の比率 （t 4 / t 2 ) は

、 0 . 2 5 以上が好 ま しく、 0 . 4 0 以上がさ らに好 ま しい。 その上限は、

0 . 8 5 以下が好 ま しく、 0 . 7 0 以下がさ らに好 ま しい。 これによ り、吸

水性ポ リマ一 4 2 の万が一の漏 出に対 してもインジケータ部 6 を遠 ざけ接触



する機会を効果的に抑制することができる。

また、被覆シ一 卜5 を介 した吸水性ポリマ一4 2 とインジケータ部 6 との

間接的な接触機会 （浸透する水分との接触機会）の抑制の観点から、袋状部

5 との境界付近にある閉 じ口付け根部 5 4 にインジケータ部 6 が当接 しな

い配置であることが好ましい （図 3 参照）。より具体的には、おむつ 1 0 の

幅方向中心線C 1 から閉 じ口付け根部 5 4 の外方端縁までの長さ （t 3 ) に対

するインジケータ部 6 c の端縁から閉 じ口付け根部 5 4 の外方端縁までの長

さ （t 5 ) の比率 （t 5 / t 3 ) は、 0 . 2 5 以上が好ましく、 0 . 4 0 以上が

さらに好ましい。その上限は、 0 . 8 5 以下が好ましく、 0 . 7 0 以下がさ

らに好ましい。これより吸水性ポリマ一が集まりやすい閉 じ口付け根部 5 4

から微量の水分が浸透 してィンジケ一タ部 6 と接触する機会を効果的に抑制

することができる。

[0020] 上記と同様の観点から、インジケータ部 6 が配設されたインジケータ領域

6 1 の幅方向 （X 方向）の長さ （s と閉 じ口部 5 2 の幅方向 （X 方向）の

長さ （t ，）との比率 （s t (図 3 参照）は、 0 . 1 5 以上が好ましく

、 0 . 2 5 以上がさらに好ましい。その上限は、 0 . 7 5 以下が好ましく、

0 . 6 5 以下がさらに好ましい。また、インジケータ領域 6 1 の幅方向中心

( = インジケータ部 6 b の中心であり、おむつ 1 0 の幅方向中心線C ) か

らインジケータ部 6 a の端部までの長さ （s 2 ) と閉 じ口部 5 2 の閉 じ口外方

端縁 5 3 までの長さ （t 2 ) との比率 （s 2 / t 2 ) (図 3 参照）は、 0 . 1 5

以上が好ましく、 0 . 2 5 以上がさらに好ましい。その上限は、 0 . 7 5 以

下が好ましく、 0 . 6 5 以下がさらに好ましい。さらに、インジケータ領域

6 の幅方向中心 （= インジケータ部 6 b の中心であり、おむつ 1 0 の幅方

向中心C 1 ) からインジケータ部 6 c の端部までの長さ （s 3 ) と閉 じ口部 5

2 の閉 じ口付け根部 5 4 の外方端縁までの長さ （t 3 ) との比率 （s 3 / t 3 )

(図 3 参照）は、 0 . 1 5 以上が好ましく、 0 . 2 5 以上がさらに好ましい

。その上限は、 0 . 7 5 以下が好ましく、 0 . 6 5 以下がさらに好ましい。

[0021 ] さらにポリマ一漏出による直接的な接触機会を抑制する観点から、閉 じ口



部 5 2 の他の好ましい態様として、図4 に示すような折り畳みとしてもよい

。図4 においては、閉 じ口外方端縁 5 3 がさらに袋状部 5 1側へ折り畳まれ

ている。この態様においては、閉 じ口外方端縁 5 3 が、裏面シ一 卜2 側へ露

出されず隠されている。また、閉 じ口部 5 2 自体が渦巻き状に巻かれてより

漏出し難い形状となっている。さらにインジケータ部 6 と吸収性コァ4 との

間の被覆シ一 卜5 が 5 層構造となっている。これにより吸水性ポリマ一4 2

の漏出による直接的な接触機会、水分の浸透による間接的な接触機会の両方

をより効果的に抑制することができるので好ましい。

[0022] 本実施形態において、前述の接触機会の抑制の観点から、閉 じ口部 5 2 は

閉 じ口付け根部 5 4 以外では袋状部 5 と接合されず浮いた状態とされてい

る。つまり、閉 じ口部 5 2 と袋状部 5 1 との間は、全面接合とはされておら

ず、空隙 （空気層 5 6 ) が形成されている。本発明において 「全面接合」と

は、 2 つの対向する面が全面で隙間なく接合されていることであり、 「全面

接合とはされていない」とは前記対向面が隙間を有 して密着状態にないこと

を意味する。また本発明において、閉 じ口部 5 2 と袋状部 5 1 とが全面接合

とはされていない状態として、本実施形態のように実質的に全面で非接合と

されている態様に限らない。例えば、ホットメル ト接着剤をスパイラル状に

塗布することで、ベタ塗りでなく、空隙を有する間欠的な接合形態としても

よい。これにより、吸水性ポリマ一4 2 の微量の水分の透過を回避 し、排泄

尿を時機良く透過させることができる。また同様の観点から、閉 じ口部 5 2

がィンジケ一タ部 6 と接合されず浮いた状態とされていることも好ましい。

もっとも閉 じ口部 5 2 が浮いた状態としても、単に部材の積層とは違い、閉

じ口部 5 2 は閉 じ口付け根部 5 4 で袋状部 5 と繋がり固定されている。こ

れによりインジケータ部 6 に対する配置ずれが生 じ難 く、ィンジケ一タ部 6

の排尿以外の不要な変色に対する防御を効果的に果たすことができる。

[0023] 本実施形態においては、閉 じ口部 5 2 が上記の構造であることで、閉 じ口

部 5 2 と袋状部 5 との間に空気層 5 6 が形成されている。この空気層 5 6

を介在させることで、被覆シ一 卜5 の繊維間の毛管力によって厚み方向に移



行 しょうとする微量の水分の移行は遮断され、ィンジケ一タ部 6 にまで到達

し難い。空気層 5 6 は、合掌折りによって閉 じ口付け根部 5 4 がやや持ち上

がり、かつ閉 じ口部 5 2 の他の部分が袋状部 5 と完全には密着 しないこと

で形成される空間である。そのため空気層 5 6 は、使用前の保管状況に関わ

らず比較的維持され易く、普通に部材を3 枚重ねることでは得 られない作用

を奏する。また、たとえ部分的に閉 じ口部 5 2 が袋状部 5 1 と接 していても

、閉 じ口部 5 2 の 2 層の被覆シ一 卜5 が、ポリマーに含まれる微量の水分に

対 し2 重の防壁となる。一方、排泄された多量の液が移行 してきた場合には

、微小空間である空気層 5 6 では従来どおり素早 くィンジケ一タ部 6 に排泄

液が到達 し易い。これにより、おむつの交換の時機良いサインを表示すると

いうインジケータ部 6 本来の機能が保持される。このようにおむつ 1 0 にお

ける閉 じ口部 5 2 は、使用前には吸水性ポリマ一4 2 に含有された微量の水

分の透過を抑え、かつ、使用後の排泄液に対 しては程よく透過させることが

できるという優れた作用効果を奏する。

[0024] さらに本実施形態において、閉 じ口部 5 2 は、閉 じ口付け根部 5 4 以外の

部分で袋状部 5 1 及びインジケータ部 6 とは固定されないため、比較的可動

し易くされている。このことが、さらにインジケータ部 6 への吸水性ポリマ

—4 2 の水分との接触機会を抑制するように作用する。この点について図 5

及び 6 を参照 して説明する。

[0025] 閉 じ口部 5 2 は、図 5 に示すように縦方向 （X 方向）に亘つて、袋状部 5

と非接合で浮いた状態である。そのため閉 じ口部 5 2 は、閉 じ口付け根部

5 4 以外の広い面において、厚みのある吸収性コア4 の剛性に影響され難い

。その結果、たとえ吸収体 3 に外力が加わり吸収性コア4 が変形 しようとし

ても、閉 じ口部 5 2 は全体としてその影響を受け難 く、おむつ 1 0 の変形で

も前述の作用が持続する。

[0026] これに対 し、図 6 に示すような従来のおむつ 8 0 における吸収体 8 1 では

、被覆シ一 卜8 3 が接合部 8 3 c を形成 して吸収性コア8 2 を合わせ包み し

、両者が一体化されている。つまり、被覆シ一 卜8 3 の両端部 8 3 a 及び 8



3 b の接合面 （接合部 8 3 c ) 全体が袋状部 8 4 の一部をな している。その

ため、接合部 8 3 C は、厚みのある吸収性コア8 3 の剛性の影響をそのまま

受け易い。この点において、本実施形態のおむつ 1 0 は、従来のおむつ 8 0

などとは大きく異なる。

例えば、通常、おむつは縦方向の中心線C 2 で 2 つ折り、あるいは縦方向

の 3 等分線 D 及び D 2 で 3 つ折りされて、包装袋に多数圧縮されるように

して封入されている。この場合、吸収性コア4 は 2 つ折り線C 2 や 3 つ折り

線 D 及び D 2 で肌当接面側への折り畳みの力が働き、接合部 8 3 C を剥離

させるせん断力となる （図 5 及び図 6 ( B ) の矢印方向）。

[0027] 図 6 に示された従来のおむつ 8 0 では、接合部 8 3 C の合わせ包みにより

、吸収体 3 内部の吸水性ポリマーが接合部 8 3 C の剥離部分から吸収体の外

に漏出してィンジケ一タ部 6 に直接的に接触 して しまうことがある。また、

吸収体内にあっても流動化 した吸水性ポリマ一4 2 が非肌当接面側の被覆シ

— 卜を介 してィンジケ一タ部と間接的に接触 して しまうことがある。前述の

とおり、吸水性ポリマ一4 2 が水分を含んでいるとインジケータ部は排尿等

がないにもかかわらず変色が生 じて しまうこととなる。このような状況は、

吸収性物品の薄型化として繊維素材を減 じて吸水性ポリマーを増量する場合

に一層起きやすくなる。水分を含んだ吸水性ポリマーがィンジケ一タ部と直

接的ないし間接的に接触すると、極微小の変色がまだら状に生 じて しまう。

これに対する措置として、吸水性ポリマーの漏出防止のために積層部材を増

や したり接着剤の使用量を増や したりすることは逆に排尿によるインジケ一

タ部 6 の素早い変色を阻害 しかねない。

[0028] これに対 し本実施形態のおむつ 1 0 では、前述のとおり、袋状部 5 とそ

の外側に連接された閉 じ口部 5 2 との組み合わせでィンジケ一タ部 6 の不要

な変色の回避と排尿による時機良い素早い変色の両立を可能にする。

さらに閉 じ口部 5 2 は、その吸収性コア4 に働 く外力そのままの影響を受

け難い。閉 じ口部 5 2 は、そのほとんどが袋状部 5 1 とは浮いた状態なので

吸収性コア4 とは連動 し難い。その結果、閉 じ口部 5 2 における対向面 5 c



及び 5 d の接合部へ直接的なせん断力が働き難 く、剥離が生 じ難い。 しかも

閉 じ口付け根部 5 4 で閉 じ口部 5 2 が袋状部 5 に固定されているので、配

置ずれが生 じ難い。これらのことがさらにインジケータ部 6 と吸水性ポリマ

—4 2 と接触機会を低減 し、使用時のおむつ 1 0 の変形でも前記作用が持続

する。この本実施形態のおむつ 1 0 の作用は、外力に対 して影響を受けやす

い従来の吸収体 8 では得 られない優れた作用である。

[0029] 次に、前述の接触機会の抑制の観点から、閉 じ口部 5 2 及びインジケータ

部 6 に関する好ましい接合態様について図 3 を参照 して説明する。

まず、インジケータ部 6 は、呈色指示薬が吸収体側へ含浸 していかないよ

う裏面シ一 卜2 に固定化されていることが好ましい。呈色指示薬が例えば閉

じ口部 5 2 に含浸 して しまうと、吸水性ポリマ一4 2 との距離を縮めること

となり接触機会を高めて好ましくない。そのため、インジケータ部 6 は、前

記呈色指示薬と粘着性物質との混合物を含有するホッ卜メル 卜組成物からな

ることが好ましい。前記粘着性物質によって、前記呈色指示薬が塗布面に固

定化され吸収体への染み込みが防止され得る。そして前記ホッ卜メル ト組成

物は、裏面シ一 卜2 に塗布され冷却等により固化された状態で吸収体 3 と積

層されることが好ましい。これにより、前記粘着性物質自体の流動性も抑制

され、前記呈色指示薬の吸収体 3 側への含浸がさらに生 じ難 くなる。ィンジ

ケ一タ部 6 の好ましい形成工程及び前記組成物の好ましい成分については後

述する。

[0030] また、閉 じ口部 5 2 を構成する被覆シ一 卜5 の端部 5 a 及び 5 b (図 3 参

照）の接合について、以下のようにすることが好ましい。閉 じ口部 5 2 は、

微量の水分を含んだ吸水性ポリマー4 2 が繊維素材 4 から分離 して流動化

しても外部に漏出しないようしつかりと袋状部 5 を口閉 じしておく必要が

ある。そのために両端部 5 a 及び 5 b が隙間なく、かつ使用前の外力 （例え

ば、おむつ 1 0 の包装時や使用時の出し入れなど）でも剥がれないよう密に

接合されていることが好ましい。 しか し他方で、閉 じ口部 5 2 は、排泄尿等

の液を吸収性コァ4 から時機良く透過 してインジケータ部 6 に到達させるこ



とが必要 となる。 そのため、吸水性ポ リマ 一 4 2 の漏 出を防止 し、かつ吸水

性ポ リマ ー 4 2 の微量の水分 を透過 させず排泄尿な ど多量の液 を透過 させ易

くする程度 に、例 えばホ ッ トメル ト接着剤 5 2 a の塗布量 を調節 して、被覆

シ一 卜5 の端部 5 a 及び 5 b が接合 されていることが好 ま しい。 この観点か

ら、被覆 シ一 卜5 の端部 5 a 及び 5 b の間に塗布 されるホ ッ 卜メル ト接着剤

の坪量は、 1 . 0 g / m 2以上が好 ま しく、 2 . 0 g / m 2以上がさ らに好 ま

しい。 その上限は、 1 0 . 0 g / m 2以下が好 ま しく、 5 . O g / m 2以下が

さ らに好 ま しい。 このホ ッ トメル ト接着剤 を用いた接合方法 と しては、 スロ

ッ トコ一タ一等の接触型塗工法 による全面及びス 卜ライプ塗工やスパイラル

パ ター ン等の間欠パ ター ンでの塗工 によって接合する方法な どを用いること

がで きる。

[0031 ] さ らに前記 と同 じ坪量のホ ッ トメル ト接着剤 5 2 a でも、被覆 シ一 卜5 の

端部 5 a 及び 5 b の対向面 5 c 及び 5 d (図 3 参照）それぞれに塗布するこ

とで互いの面が粘着力で引 っ張 り合い、 よ り強固に固定で きる。 この両面塗

布方法は、前述のポ リマー漏 出防止 と液透過 との両立の観点か ら好 ま しい。

さ らに、対向面 5 c 及び 5 d の間に塗布 されるホ ッ 卜メル 卜接着剤 5 2 a は

、閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付 け根部 5 4 とその間のィンジケ一タ当接

部 5 5 (図 3 及び 4 参照） とで塗布する坪量 を異な らせてもよい。例 えば、

吸水性ポ リマ一 4 2 の漏 出の防止の観点か ら、閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ

口付 け根部 5 4 の塗布坪量 を大 きくし、排泄尿の透過の観点か ら、 インジケ

一夕当接部 5 5 の塗布坪量 を閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付 け根部 5 4 の

よ りも小さ くしてもよい。例 えば、 インジケータ当接部 5 5 にはスパイラル

パ ター ン塗工のような間欠的な塗工 と し、閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付

け根部 5 4 にはスロッ トコ一タ一塗工やスプ レー塗工、 力一テ ン塗工な どの

実質ベ タ塗工 とすることな どが挙 げ られる。

[0032] また、吸水性ポ リマ 一 4 2 の微量な水分の透過 を抑制 し、排尿 による液透

過 によ りインジケータ部 6 の時機 良い変色 を生 じさせるため、被覆 シ一 卜5

の繊維密度 は 0 . 0 5 9 。 3 以上 0 . 2 g / c m 3以下であることが好 ま



しく、 0 . 1 g / c m 3以上 0 . 2 g / c m 3以下であることがさらに好まし

し、。前記下限以上とすることで被覆シ一 卜5 の強度を保持 して使用中の破れ

を防止でき、上限以下とすることで液透過が遅滞なく好適になされる。

[0033] (密度の測定方法）

被覆シ一 卜5 から長さ5 O m m、幅 5 m mの大きさに切り出しサンプルを

調製する。次いで、電子天秤（A & D社製電子天秤G R _ 3 0 0 、精度：小数

点以下4 桁）を用いサンプルの質量を測定する。定圧式厚み計を用い、サンプ

ル厚みを測定 し、測定 したサンプルの質量を、サンプルの体積（厚み X 長さX

幅）で除 して各々の領域における部位の全材料の密度を算出する。なお、低圧

式厚み計の測定時圧力は0 . 5 g / c m 2で行う。平均密度は、サンプルを任

意の箇所で 1 0 個調整 して、その平均で求められる。

[0034] さらに閉じ口部 5 2 に塗布されるホットメル ト接着剤 5 2 a も、前述のィ

ンジケ一タ部 6 のホットメル ト組成物の固化と同様に、おむつ 1 0 の部材の

組み立て工程の前段階において冷却等で固化されていることが好ましい。つ

まり、両方のホッ卜メル 卜剤の流動性が失われた状態でおむつの組み立てが

なされることが好ましい。これにより、閉じ口部 5 2 においては、ホットメ

ル 卜接着剤 5 2 a の固化により、ある程度繊維間の隙間が埋められ、ィンジ

ケ一タ部 6 のホットメル ト組成物が含浸 し難 くなる。また、インジケータ部

6 では、ホッ卜メル ト組成物が固化されてわずかな閉じ口部 5 2 の繊維間に

も入り込み難 くされ、適度に繊維間の隙間が維持される。その結果、閉じ口

部 5 2 とインジケータ部 6 との距離が維持されて、微量の水分との接触機会

を効果的に抑制することができる。

[0035] 加えて、前述の吸水性ポリマ一4 2 の漏出による接触機会を抑制する部材

の接合態様として、閉じ口付け根部 5 4 近傍の袋状部 5 と吸収性コア4 と

のホットメル ト接着4 4 剤 （図3 参照）による接合態様を挙げることができ

る。この態様においては、袋状部 5 1 における閉じ口部 5 2 との連結部分を

より確実に封鎖することとなり、吸水性ポリマ一4 2 の漏出をより効果的に

防止でき好ましい。またこの態様により、閉じ口付け根部 5 4 に吸水性ポリ



マ一4 2 が集まり難 く、その水分の浸透を生 じ難 くできて好ましい。

[0036] 同様に、閉 じ口部 5 2 の閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付け根部 5 4 が、

縦方向に筋状に配されるホッ卜メル ト接着剤 2 によって裏面シ一 卜2 と接

合されていることが好ましい。これにより、吸水性ポリマ一4 2 の漏出及び

吸水性ポリマ一4 2 の水分の浸透をより効果的に抑制できる。他方、閉 じ口

部 5 2 のィンジケ一タ当接部 5 5 とインジケータ部 6 とは非接合とされなが

らも、閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付け根部 5 4 が裏面シ一 卜2 と固定さ

れているので、ィンジケ一タ当接部 5 5 とインジケータ部 6 との配置関係は

ずれ難 く、不要なインジケータ部 6 の変色防止の観点から好ましい。なおこ

の場合、閉 じ口部 5 2 の一部が裏面シ一 卜2 と接合されても、厚みのある吸

収性コア4 とは異なる柔軟な裏面シ一 卜2 との一体化であり、依然として袋

状部 5 からは浮いた状態で吸収性コア4 の剛性の影響は受け難 く好ましい

。またこれに加えて、図示 しないが、ホッ卜メル ト接着剤 2 の外方におい

てこれと並走 して幅方向に間欠的にホッ卜メル ト接着剤を複数条塗設 し、袋

状部 5 と裏面シ一 卜2 とを接合するようにしてもよい。

[0037] さらにおむつ 1 0 において、閉 じ口部 5 2 の作用を補助するものとして、

図 7 及び図 8 _ 及び図 8 —2 に示すような吸収性コア4 を有 してもよい。

図 7 に示す吸収体においては、吸収性コア4 は、繊維素材 4 と吸水性ポ

リマ一4 2 との混合層 4 5 と繊維素材のみのフィルタ一層 4 6 とからなる。

単独層 4 6 は、非肌当接面側に配置されている。これにより、吸水性ポリマ

—4 2 が、吸収性コア4 の非肌当接面側と袋状部 5 1 (被覆シ一 卜）との間

にこぼれ難 くくされている。これにより閉 じ口部 5 2 の前述の作用をより効

果的に高めることができる。また、図示 しないが、吸水性ポリマ一4 2 のみ

の層を繊維素材のみの層で上下に挟み込んだ 3 層構造とすることも、閉 じ口

部 5 2 の前述の作用を高めることができ好ましい。

[0038] 図 8 _ に示す吸収体 3 は、股下部C に相当する部分に、 2 状のスリッ卜

部 4 3 ， 4 3 が長手方向 （Y 方向）に向けて形成された吸収性コア4 を備え

る （図 8 — 1 ( A ) 参照）。スリット部 4 3 は吸収性コア4 の非肌面側から



肌面側へと貫通 している。この吸収体 3 を用いたおむつにおいては、図 8 _

1 ( B ) に示すように、股下部C における吸水性ポ リマ一4 2 の配置を減 ら

し、排尿時に最も変色の生 じやすい部分での不要な変色を抑えることができ

る。また、この股下部C のスリッ ト部 4 3 で排尿時の液透過性に優れ、時機

良いインジケータ部 6 の変色がもたらされる。同様の観点から、吸収体 3 の

変形例として、図 8 —2 に示すように、スリッ ト4 3 は貫通 したものでなく

、その肌面側に薄皮状の吸収素材部分がある態様でもよい。この図 8 —2 の

吸収体の場合、肌当接面側の液を効率よく内部へと引き込み、液残 り及び液

戻りを効果的に抑制できる点においても好ましい。

[0039] 次に、本発明の吸収性物品の製造方法につき、本実施形態の展開型使い捨

ておむつ 1 0 の製造方法に基づいて図 9 及び 1 0 を参照 して説明する。

まず吸収体形成工程 2 0 について説明する。積繊 ドラム 9 及びダク 卜

9 2 を用いて吸収性コア4 を作成する。具体的には、積繊 ドラム 9 1 内部に

ある吸気ファン （図示せず）を作動させて、積繊 ドラム 9 1 の外面の集積用

凹部 （図示せず）に吸引力が生 じ、ダク ト9 2 内に積繊 ドラム 9 1 の外周面

に向けて流れる空気流が生 じる。次いで、ダク 卜9 2 内に繊維素材 4 をそ

の導入口9 3 から飛散させるように導入するとともに、吸水性ポ リマ一4 2

をその導入口9 4 から導入する。繊維素材 4 及び吸水性ポ リマー4 2 が、

回転する積繊 ドラム 9 の外面に向け飛散 し、前記集積用凹部に堆積する。

このようにして吸収性コア4 が形成される。次いで、積繊 ドラム 9 1 の外

面上にある吸収性コア4 は、バキュームコンベア9 6 上に連続供給される被

覆シ一 卜原反 5 9 上に離型される。

[0040] 次いで、被覆シ一 卜原反 5 9 の両端 （C D (Cross Di rect i on) 方向の両

端）が持ち上げられて合掌折 りされる。この点につき、図 1 0 を参照 して説

明する。図 1 0 においては吸収性コア4 及び被覆シ一 卜原反 5 9 の断面を示

している。図 1 0 ( a ) は吸収性コア4 を被覆シ一 卜原反 5 9 で被覆する前

を示 している。この状態で被覆シ一 卜原反 5 9 の両端 5 9 a 及び 5 9 b を吸

収性コア4 上に持ち上げ、吸収性コア4 の側面と上面 （吸収体の非肌当接面



側 となる面） とを被覆する。 そ して、被覆 シ一 卜原反 5 9 の左右端 5 9 a 及

び 5 9 b 同士を吸収性 コア 4 に対 して立ち上 げるように して揃 える （図 1 0

( b ) 参照）。 この とき被覆 シ一 卜原反 5 9 の幅方向長 さは吸収性 コア 4 の

断面 における周長 よ りも長 くされているため被覆 シ一 卜原反 5 9 の端部 5 9

a 及び 5 9 b に余長がで きることとなる。次いで、被覆 シ一 卜原反 5 9 の余

長部分 を吸収性 コア 4 に対 して立ち上 げるように合掌折 りし、端部 5 9 a 及

び 5 9 b の両面 にホ ッ 卜メル ト等 を塗布 して接合 し一体化する （この段階で

の接合部分 を合掌折 り部 5 8 という。）。 これによ り口閉 じされた袋状部 5

1 が形成 される （図 1 0 ( c ) 参照）。次いで、折 り畳み基点 5 7 で折 り畳

んで袋状部 5 に沿 った閉 じ口部 5 2 が形成 される （図 1 0 ( d ) 参照）。

本実施形態の吸収体形成工程 2 0 においては、被覆 シ一 卜原反 5 9 の両

端部 5 9 a 及び 5 9 b を持ち上 げて一体化 させるので、袋状部 5 を確実 に

封止することがで きる。 また、 この持ち上 げによって、両端部 5 9 a 及び 5

9 b に対するホ ッ 卜メル 卜接着剤等の塗布 を確実なもの とすることがで きる

。つまり吸収体の連続形成 においては、前記の持ち上 げによって、 コンベ ア

9 6 での連続搬送時の部材のプ レゃ位置ずれ等の リスクを回避 して、長尺な

被覆 シ一 卜原反 5 9 と連続的に搬送 される吸収性 コア 4 とを的確 に位置合わ

せ して吸収性 コア 4 の確実な封止を可能 とすることがで きる。 この持ち上 げ

加工手段 と しては、折上 げガイ ドを用いることがで きる。

また閉 じ口部 5 2 の形成 において重要な ことは、吸収体 3 を裏面シ一 卜2

に載置する後工程 （積層工程 2 0 3 (図 9 参照））で閉 じ口部 5 2 がインジ

ケ一タ領域 6 を十分 に覆 うことがで きる幅 と配置 とにすることである。 こ

れは、折 り畳み基点 5 7 及び合掌折 り部 5 8 の長 さ （q ) の調整 によって達

成で き、前記の持ち上 げ加工 によ り容易に制御 し得 る。 これによ り、閉 じ口

部 5 2 が閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付 け根部 5 4 を避 けて、 ィンジケ一

タ領域 6 1 を完全 に覆 うようにすることがで きる。 そ して、図 3 に示すよう

に吸収体 3 の幅方向の中心線 C 1 ( = おむつ 1 0 の中心線）か ら左右 に均等

な幅 （t 2 = t 3 ) とする設定が可能 となる。 また、後の積層工程 2 0 3 で吸



収体 3 の幅方向中心線 を裏面シ一 卜原反 2 9 の幅方向中心線 （= おむつ 1 0

の中心線）に一致 させるように して、前述 したインジケータ部の幅方向長 さ

( s 1 s 2 , s 3 ) との好 ま しい比率 となるようにすることも可能 となる。 そ

のため、折 り畳み基点 5 7 は、吸収性 コア 4 の幅方向中央か ら偏倚 した位置

に設 け られる。 また、折 り畳み基点 5 7 を偏倚 させても端部 5 9 a 及び 5 9

b で必要長 さの合掌折 りがで きるように、十分な幅 を有する被覆 シ一 卜原反

5 9 とする。なお閉 じ口部 5 2 の形成 にあた り、吸収性 コア 4 を被覆 シ一 卜

原反 5 9 の幅方向中央付近 に載置 して合掌折 り時に被覆 シ一 卜原反 5 9 の余

分な端部 を切 り落 とすように してもよ く、あるいは折 り畳み基点 5 7 を念頭

に吸収性 コア 4 を被覆 シ一 卜原反 5 9 の幅方向中央か ら偏 った位置 に載置 し

て閉 じ口部 5 2 を形成するように してもよい。

[0042] さ らに吸収体形成工程 2 0 において、閉 じ口部 5 2 形成時に塗布 された

ホ ッ 卜メル ト接着剤等 を冷却手段 9 5 で固化する工程 と、被覆 シー ト原反 5

9 を所定の長 さ （M D (Mach i ne Di rect i on) 方向長 さ）に切断する工程 と

、 プ レス工程 （図示せず） とを任意の順序で実施 し吸収体 3 が得 られる。得

られた吸収体 3 の上下を反転 させて、 コンベ ア 9 7 へ と転置 される。 この時

点でホ ッ 卜メル ト接着剤 を固化することによって、後工程である積層工程 2

0 3 で、 インジケータ部 6 の組成物の含浸 を抑制で き、前述の水分の浸透 に

よるインジケータ部 6 との接触機会 を抑制で き好 ま しい。 この冷却手段 9 5

とは、例 えば、エア一プロ一 （空気を吹 き付 ける）な どが挙 げ られる （後述

の冷却手段 9 9 においても同様。）。

[0043] 次 に、 インジケータ部形成工程 2 0 2 について説明する。 まず、長尺の裏

面シ一 卜原反 2 9 を巻 き回 した裏面シ一 卜原反 ロール 2 9 a か ら裏面シ一 卜

原反 2 9 を連続搬送 し、 インジケータ塗工手段 9 8 によ り、裏面シ一 卜原反

2 9 の幅方向 （C D 方向）の中央付近 にインジケータ組成物 を塗設する。本

実施形態 においては、呈色指示薬 と粘着性物質 との混合物 を含有するホ ッ 卜

メル ト組成物か らな り、 スロッ トコ一タ一塗工装置やスプ レー塗工装置、 力

—テ ン塗工装置な どを用いることがで きる。次いで、冷却手段 9 9 によ り、



塗設されたホッ卜メル 卜組成物を固化 してィンジケ一タ部 6 が形成される。

この時点でホッ卜メル ト組成物を固化することによって、後工程である積層

工程 2 0 3 で、前記ホッ卜メル ト組成物が閉 じ口部 5 2 に含浸 し難 くなり、

前述の水分の浸透によるインジケータ部 6 との接触機会を抑制でき好ましい

。なお、このインジケータ部形成工程 2 0 2 と吸収体形成工程 2 0 1 とは、

実質的に別々になされる。後工程である積層工程 2 0 3 までに、閉 じ口部 5

2 及びインジケータ部 6 のホッ卜メル ト剤が十分固化されていれば、その順

序に制限はなく同時進行でもよい。

[0044] 次に、裏面シ一 卜原反 2 9 へ吸収体 3 を載置 し接合させる積層工程 2 0 3

について説明する。まず、インジケータ部 6 が形成された裏面シ一 卜原反 2

9 に対 して、ホットメル ト接着剤塗布手段 1 0 0 によって、吸収体 3 との接

合のためのホットメル ト接着剤が長手方向 （M D方向）に沿って塗布される

。このホットメル ト接着剤は、インジケータ部 6 と重ならずこれと並走する

ように、その幅方向外方で複数条が間欠的に塗布される。その際、少なくと

も吸収体 3 の閉 じ口外方端縁 5 3 及び閉 じ口付け根部 5 4 に当接する位置に

あることが好ましい。これにより前述の吸水性ポリマ一4 2 とインジケータ

部 6 との接触機会をより効果的に抑制することができる。そして、前記ホッ

卜メル ト接着剤が固化される前に、吸収体 3 を載置 して接合する。その際、

吸収体 3 の幅方向中心線を裏面シ一 卜原反 2 9 の幅方向中心線に一致させ、

閉 じ口部 5 2 でィンジケ一タ部 6 が覆われるように配置する。

[0045] その後、前記の裏面シ一 卜2 及び吸収体 3 の積層体に対 し、表面シ一 卜1

、サイ ドシ一 卜7 、外装シ一 卜8 、及び弾性部材 1 3 ， 7 1， 7 3 など必要

な部材を積層 し接合 して、所望の寸法 形状に裁断 しておむつ 1 0 を得る。

なお、各部材の積層や接合、裁断は、この種の物品の製造方法に用いられる

方法を用い、通常の工程に沿って実施できる。

[0046] 以下に本実施形態のおむつ 1 0 を構成する部材の好ましい構成素材につい

て説明する。

吸収体 3 の形成材料としては、通常吸収性物品に用いられるものを用いる



ことがで きる。例 えば、吸収性 コア 4 を構成する繊維素材 4 1 と しては、繊

維素材等の親水性天然繊維や、合成繊維 （好 ま しくは親水化処理 を施 したも

の）等 を用いることがで きる。坪量は特 に限定されないが、 1 5 0 g / m 2以

上 5 0 0 g / m 2以下が好 ま しい。吸水性ポ リマ一 4 2 と しては、 この種の物

品に通常使用されている各種のポ リマ一材料 を用いることがでる。吸水性ポ

リマ一 4 2 は、 自重の 2 0 倍以上の水又は生理食塩水 を吸収 し保持 し得 る性

能 を有するような超吸収性高分子化合物であることが好 ま しい。 また被覆 シ

— 卜5 と しては、親水性のテ ィッシュペーパー等の薄手の紙 （薄葉紙）、 コ

ッ トンゃ レ一 ヨンな どの親水性繊維か らなる不織布、合成樹脂の繊維 に親水

化処理 を施 してなる不織布 （S M S 、 S M M S 、 S S M S 等の複合不織布）

か らなるものを用いることがで きる。

ィンジケ一タ部 6 をなす親水性組成物 に含有 される呈色指示薬 と しては、

p H が 3 以上 7 以下で色が変化するものが好 ま しく、 その例 と してはプロモ

フエノール プル一、 メチルオ レンジ、 ァ リザ リンS 、 プロモク レゾ一ル グ リ

— ン、 メチル レッ ド、 プロモク レゾ一ルパ一プル等が挙 げ られるが、 これ ら

に限定されるものではない。 これ らの呈色指示薬の うち特 に好 ま しいもの と

しては、 プロモフエノール プル一、 プロモク レゾ一ル グ リー ン及び プロモク

レゾールパープル等が挙 げ られる。 これ らの呈色指示薬は、上記親水性組成

物の全量 に対 して好 ま しくは 0 . 0 1 質量％以上 5 0 質量％以下、更に好 ま

しくは 0 . 0 1 質量 0/ 0以上 4 0 質量 0/ 0以下、一層好 ま しくは 0 . 0 1 質量 0/ 0

以上 1 質量 0/ 0以下、最 も好 ま しくは 0 . 0 1 質量 0/ 0以上 0 . 5 質量 0/ 0以下含

有 される。呈色指示薬の量が 0 . 0 1 質量％に満たないと変色 しても色が薄

く、外部か ら視認 しづ らくなることがあ り、 5 0 質量％を超 えると親水性組

成物の変色前の色が濃す ぎて外観がよ くな く、更にコス ト高になることがあ

るので上記範囲内とすることが好 ま しい。

また、呈色指示薬 と混合 される粘着性物質 と しては、例 えば、接着剤 と し

て機能する親水性のポ リマ一が挙 げ られる。親水性のポ リマ一 と しては例 え

ば、ポ リエチ レング リコール （P E G ) 、 ポ リプロピレング リコール （P P



G ) 、ポリビニルアルコール （P V A ) 、ポリアミ ド、 ビニルピロリドンホ

モポリマ一等が挙げられる。これら親水性のポリマ一はその数平均分子量が

、 1 0 0 0 ~ 5 0 0 0 0 、特に2 0 0 0 ~ 2 0 0 0 0 であることが、確実な

固定化を与える点から好ましい。この粘着性物質と呈色指示薬との混合物を

含有 したホッ卜メル ト組成物を成分とすることで、呈色指示薬の裏面シ一 卜

2 への固定化が好適になされる。

[0048] また本実施形態のおむつ 1 0 において、インジケータ部 6 を構成する親水

性組成物が、下記のウエットインジケータ組成物であってもよい。これによ

り吸湿等による自然発色、色抜け、色滲み等を防止できる。具体的には、前

記ホッ卜メル 卜組成物は、 p H 7 で実質的に無色で酸性領域で発色する p H

指示薬 （a ) 0 . 1 質量％以上 5 質量％以下、界面活性作用を有するグリセ

リン脂肪酸エステル （b ) 2 0 質量0/ 0以上 9 0 質量0/ 0以下、ポリアルキレン

グリコール （c ) 2 0 質量0/ 0以上 3 5 質量0/ 0以下、カルボキシル基を有する

ポリマー （d ) 0 質量％以上 7 0 質量％以下、 （b ) 及び （d ) 以外の酸性

物質 （e ) 0 . 1 質量0/ 0以上 5 質量0/ 0以下を含有するものである。より詳細

には特開 2 0 0 9 —2 4 7 4 0 9 号公報の段落 [ 0 0 1 4 ] ~ [ 0 0 3 9 ]

に記載の成分及び塗布方法により形成することができる。

[0049] さらに、少量の水分など排泄尿以外での変色を回避する観点から、親水性

組成物に、特許第 3 5 5 8 8 2 8 号明細書に記載された、該親水性組成物の

H を保つことが可能で且つ該親水性組成物が水と接触 しただけではその p

Hが4 を超えないように維持することが可能な酸性化合物を含有させ、また

裏面シー ト2 に、水分に溶解するとアル力リ性を呈する水溶性化合物を含有

させることもできる。上記親水性組成物は、上述 した成分に加えて酸化防止

剤、紫外線吸収剤等を含有 していてもよい。これらの成分は、上記親水性組

成物の全量に対 して 0 . 5 質量％以上 5 質量％以下含有されることが好まし

く、 0 . 5 質量％以上 3 質量％以下含有されることが更に好ましい。

[0050] 表面シ一 卜1、裏面シ一 卜2 及びサイ ドシ一 卜7 の形成材料としては、通

常吸収性物品に使用されているものを用いることができる。



表面シ一 卜1 としては、親水性不織布が好ましく、ェアスル一不織布、ポ

イン卜ボンド不織布、スパンボンド不織布、スパンレ一ス不織布、立体賦形

不織布と呼ばれている不織布で、その繊維がポリプロピレンの単繊維や、ポ

リプロピレンとポリエチレンの複合繊維、ポリエチレンテレフタレ一 卜とポ

リェチレンの複合繊維等で親水化処理が施された繊維が好ましく、その坪量

1 5 g / m 2以上 5 0 g / m 2以下のものが好適に使用できる。前記不織布や

その構成繊維の具体例は 1種単独又は 2 種以上の組み合わせとして用いるこ

とができる。また、表面シ一 卜1 の股下部分には、表面シ一 卜1 の非肌面側

に親水性穴開きフィル厶ゃ親水性不織布が部分的に重ねられていてもよい。

[0051 ] 裏面シ一 卜2 の形成材料としては、防水性があり透湿性を有 していれば特

に限定されないが、例えば疎水性の熱可塑性樹脂と、炭酸カルシウム等から

なる微小な無機フイラ一又は相溶性のない有機高分子等とを溶融混練 してフ

ィル厶を形成 し、該フィル厶を一軸又は二軸延伸 して得られる多孔性フィル

厶が挙げられる。前記熱可塑性樹脂としては、ポリオレフインが挙げられる

。該ポリオレフインとしては、高〜低密度ポリエチレン、線状低密度ポリェ

チレン、ポリプロピレン、ポリプテン等が挙げられ、これらを単独で又は混

合 して用いることができる。

[0052] サイ ドシ一 卜7 としては、撥水性不織布が好ましく、具体的には、スパ ン

ボンド不織布、スパンボンド—メル トプロ一ン （S M ) 不織布、スパンボン

ド一メル トプロ一ン一スパンボンド （S M S ) 不織布等が用いられる。また

、サイ ドシ一 卜7 に配される弾性部材 7 及び 7 2 並びにウエス トギヤザ一

をなす弾性部材 1 3 としては、この種の物品に用いられる通常の弾性部材を

用いることができ、例えば素材としては、スチレン一ブタジエン、プタジェ

ン、イソプレン、ネオプレン等の合成ゴム、天然ゴム、 E V A 、伸縮性ポリ

才レフィン、ポリウレタン等を挙げることができ、形態としては、断面が矩

形、正方形、円形、多角形状等の糸状ないし紐状 （平ゴム等）のもの、或い

はマルチフィラメン卜タイプの糸状のもの等を用いることができる。

[0053] 以上のおとり、本発明の吸収性物品は、排尿時の素早い変色性能を維持 し



つつ、吸水性ポリマ一とインジケータ部との接触を防止 して不要な変色を抑

制 し得るという優れた効果を奏する。また本発明の吸収性物品の製造方法は

、変色性能を維持 して不要な変色を適切に抑制できる吸収性物品を得るとこ

とができるという優れた効果を奏する。

[0054] 本発明の吸収性物品において、インジケータ部 6 の平面視における位置及

び範囲 （= インジケータ領域 6 1 の範囲）は、液との確実な接触と変色の視

認性を確保できれば任意に決めることができる。各インジケ一部 6 の形状、

大きさ、個数もまた上記の観点を踏まえ任意に採用することができ、該イン

ジケ一タ部 6 の配置に合わせて閉 じ口部 5 2 の配置を設定可能である。また

、吸収体 3 の形状についても特に限定されること無 く、表面がプロック形状

であったり、スリットが設けられたりしていてもよい。本発明の吸収体物品

は、上記実施形態における展開型使い捨ておむつに限らず、パンツ型使い捨

ておむつや尿とりパッドであってもよく、また生理用ナプキン、パンテイラ

イナ一や軽失禁パッドであってもよい。

[0055] 上述 した実施形態に関 し、本発明はさらに以下の吸収性物品及びその製造

方法を開示する。

< 1 > 肌当接面側に配置された表面シー ト、非肌当接面側に配置された裏

面シ一 卜、及び両シ一 卜間に介在配置された吸収体を備えた吸収性物品であ

つて、

前記裏面シ一 卜と前記吸収体との間には、液との接触により視覚的に変化

するインジケータ部が配設されており、前記吸収体は、繊維素材及び吸水性

ポリマ一を有する吸収性コアと該吸収性コアの外面を覆う被覆シ一 卜とを備

えており、

前記吸収体の幅方向断面視、前記被覆シー トは、前記吸収性コアの肌当接

面側から非肌当接面側を覆う袋状部と該袋状部に連設されその外方に位置す

る閉 じ口部とを有 し、前記閉 じ口部は、前記吸収性コアの非肌当接面側にあ

る前記被覆シ一 卜の幅方向の両端部が合掌折りで接合され、かつ折り畳まれ

てなり、



前記閉 じ口部 は、前記ィンジケ一タ部の配設 された領域 を全て覆 うように

配置 され、前記閉 じ口部 と前記袋状部 とは部分的に結合 されている吸収性物

□
P o

< 2 > 前記閉 じ口部 は、閉 じ口付 け根部分 において前記袋状部 と結合 されて

いる前記< 1 > 記載の吸収性物品。

< 3 > 前記閉 じ口部 は、前記インジケータ部 と接合 されていない前記< 1 >

又 は< 2 > に記載の吸収性物品。

< 4 > 前記閉 じ口部 は、該閉 じ口部の外方端縁部分及び前記付 け根部分 にお

いて前記裏面シ一 卜と接合 されている前記< 1 >~< 3 > のいずれか 1 に記

載の吸収性物品。

< 5 > 前記閉 じ口部の付 け根部分近傍の前記袋状部が前記吸収性 コァと接合

されている前記< 1 >~< 4 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 6 > 前記閉 じ口部 と前記袋状部 との間は、ホ ッ 卜メル ト接着剤 をスパイラ

ル状 に塗布することで、空隙を有する間欠的な接合状態である前記< 1 > ~

< 5 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 7 > 前記吸収性 コァは、吸水性ポ リマ一を含 まないフィル タ一層 とその肌

当接面側 に配 される繊維素材及び吸水性ポ リマ一の混合層 とを有する前記<

1 >~< 6 > のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

< 8 > 前記ィンジケ一タ部 は、 p H の変化 によって色が変化する呈色指示薬

を含む親水性組成物か らなる前記< 1 >~< 7 > のいずれか 1 に記載の吸収

性物品。

< 9 > 前記ィンジケ一タ部 は、 p H の変化 によって色が変化する呈色指示薬

と粘着性物質 との混合物 を含有するホ ッ 卜メル ト組成物か らな り、前記イン

ジケ一タ部 は、塗設 された前記ホ ッ 卜メル ト組成物が前記被覆 シ一 卜に浸透

しないよう固化 されてなるものである前記< 1 >~< 8 > のいずれか 1 に記

載の吸収性物品。

< 0 > 前記吸収性物品の幅方向中心線か ら閉 じ口外方端縁 までの長 さ t 2 に

対するインジケータ部の端縁か ら閉 じ口外方端縁 までの長 さ t 4 の比率 t 4 /



t 2 は、 0 . 2 5 以上 0 . 8 5 以下、好 ま しくは、 0 . 4 0 以上 0 . 7 0 以下

である前記< 1 >~< 9 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 1 1 > ィ ンジケ一タ部が配設 されたィンジケ一タ領域の幅方向の長 さ s と

閉 じ口部の幅方向の長 さ t ，との比率 s t ，は、 0 . 1 5 以上 0 . 7 5 以下

であ り、好 ま しくは、 0 . 2 5 以上 0 . 6 5 以下であ り、 インジケータ領域

の幅方向中心か らインジケータ部の端部 までの長 さ s 2 と閉 じ口部の閉 じ口外

方端縁 までの長 さ t 2 との比率 s 2 / t 2 は 0 . 1 5 以上 0 . 7 5 以下であ り、

好 ま しくは、 0 . 2 5 以上 0 . 6 5 以下である前記< 1 >~< 1 0 > のいず

れか 1 に記載の吸収性物品。

< 2 > 前記被覆 シ一 卜の幅方向の両端部の接合はホ ッ 卜メル 卜接触剤 を塗

布 してなされ、塗布 されるホ ッ トメル ト接着剤の坪量は、 1 . O g / m 2以上

1 0 . O g / m 2以下であ り、好 ま しくは、 2 . O g / m 2以上 5 . O g / m 2

以下である前記< 1 >~< 1 1 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 1 3 > 前記被覆 シ一 卜の繊維密度 は 0 . 0 5 9 0 3 以上 0 . 2 g c m

3以下であ り、好 ま しくは、 0 . 1 g / c m 3以上 0 . 2 g / c m 3以下である

前記< 1 >~< 1 2 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 4 > 前記ィンジケ一タ部 は p H の変化 によって色が変化する呈色指示薬

を含む親水性組成物か らな り、前記親水性組成物 に含有 される呈色指示薬は

、 p H が 3 以上 7 以下で色が変化するプロモフエノール プル一、 メチル才 レ

ンジ、 ァ リザ リンS 、 プロモク レゾ一ル グ リー ン、 メチル レッ ド、 プロモク

レゾ一ルパ一プルのいずれかである前記< 1 >~< 1 3 > のいずれか 1 に記

載の吸収性物品。

< 5 > 前記ィンジケ一タ部 は p H の変化 によって色が変化する呈色指示薬

を含む親水性組成物か らな り、前記呈色指示薬は、前記親水性組成物の全量

に対 して 0 . 0 1 質量 0/ 0以上 5 0 質量 0/ 0以下、好 ま しくは 0 . 0 1 質量 0/ 0以

上 4 0 質量 0/ 0以下、最 も好 ま しくは 0 . 0 1 質量 0/ 0以上 0 . 5 質量 0/ 0以下含

有する前記< 1 >~< 1 4 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 6 > 前記ィンジケ一タ部 は、 p H 7 で実質的に無色で酸性領域で発色す



る p H 指示薬 （a ) 0 . 1 質量％以上 5 質量％以下、界面活性作用を有する

グ リセ リン脂肪酸エステル （b ) 2 0 質量 0/ 0以上 9 0 質量 0/ 0以下、ポ リアル

キ レング リコ一ル （c ) 2 0 質量 0/ 0以上 3 5 質量 0/ 0以下、 カルボキシル基 を

有するポ リマー （d ) 0 質量 0/ 0以上 7 0 質量 0/ 0以下、 （b ) 及び （d ) 以外

の酸性物質 （e ) 0 . 1 質量％以上 5 質量％以下を含有する組成物か らなる

前記< 1 >~< 1 5 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 7 > 前記表面シ一 卜は、親水性不織布で、ェアスル一不織布、ポイン ト

ボ ン ド不織布、 スパ ンボ ン ド不織布、 スパ ンレ一ス不織布、及び立体賦形不

織布か ら選ばれる 1 種単独又は 2 種以上の組み合わせか らな り、該不織布の

繊維がポ リプロピレンの単繊維、ポ リプロピレンとポ リエチ レンの複合繊維

、及びポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜とポ リエチ レンの複合繊維等か ら選ばれ

る 1 種単独又は 2 種以上の組み合わせで親水化処理が施 された繊維であ り、

該シ一 卜の繊維坪量は 1 5 g / m 2以上 5 0 g / m 2以下である前記< 1 > ~

< 6 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 1 8 > 前記裏面シ一 卜は、疎水性の熱可塑性樹脂 と、炭酸 カルシウム等か

らなる微小な無機 フィラー又は相溶性のない有機高分子等 とを溶融混練 して

フィル厶を形成 し、該 フィル厶を一軸又は二軸延伸 して得 られる多孔性 フィ

ル厶か らな り、前記熱可塑性樹脂 はポ リオ レフィンである前記< 1 >~< 1

7 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 9 > 前記吸収性 コアは前記物品の股下部 に対応する領域 にス リツ 卜部 を

有 し、前記ス リツ 卜部が前記インジケータ部 と厚み方向に重なる配置 とされ

ている前記< 1 >~< 1 8 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 2 0 > 前記吸収性物品は使 い捨ておむつであ り、

着用時に着用者の腹側 に配 される腹側部、着用者の股下部分 に配 される股

下部、着用者の背側 に配 される背側部 とか らな り、 その全体 と して股下部が

幅方向内方 に括れた砂時計形の形状 を有 している前記< 1 >~< 1 9 > のい

ずれか 1 に記載の吸収性物品。

< 2 > 前記< 1 >~< 2 0 > のいずれか 1 に記載の吸収性物品の製造方法



であって、

連続搬出される被覆シー 卜原反上に前記吸収性コアを載置 し、前記被覆シ

一卜原反の幅方向両端部を持ち上げ前記吸収性コア上で合掌折りし、前記両

端部の対向面それぞれにホッ卜メル 卜接着剤を塗布 し接合 して袋状部を形成

し、前記接合された両端部を前記袋状部に沿うように折り畳んで閉 じ口部を

形成 して前記吸収体を得、該吸収体を上下反転させる吸収体形成工程と、

連続搬送される裏面シー ト原反に呈色指示薬と粘着成分との混合物を含有

するホッ卜メル ト組成物を塗布 し、さらに冷却 して固化させるインジケータ

部形成工程と、

前記ィンジケ一タ部が形成された裏面シ一 卜原反上に前記ィンジケ一タ部

の幅方向外方において間欠的にホッ卜メル ト接着剤を塗布 し、該裏面シー ト

のホッ卜メル 卜接着剤によつて前記閉 じ口部の前記閉 じ口付け根部及び前記

閉 じ口外方端縁が裏面シー 卜と接合されるようにして前記吸収体を載置 し固

定する積層工程とを有する吸収性物品の製造方法。

< 2 2 > 前記吸収体形成工程において、被覆シ一 卜の両端部を合掌折りして

接合後、前記吸収体の上下反転前に、塗布された前記ホットメル ト接着剤を

冷却 して固化させる前記< 2 > に記載の吸収性物品の製造方法。

実施例

[0057] 以下に、本発明について実施例に基づきさらに詳細に説明するが、本発明

はこれにより限定 して解釈されるものではない。なお図 1 1 に示される概略

断面図のうち、 （a ) 及び （b ) は実施例のおむつの形態を模式的に示 し、

( c ) 及び （d ) は比較例のおむつの形態を模式的に示 している。

[0058] (実施例 1 )

図 1 1 ( a ) に模式的に示 した断面構成の使い捨ておむつ （試験体 1 ) を

製造 した。試験体 1 では、閉 じ口部と袋状部とは接合されていないが、閉 じ

口部とインジケータ部とは接合されていた。

使い捨ておむつ試験体における表面シ一 卜1 には、 2 層構成の凹凸表面シ

— 卜構成のものを用い、該表面シ一 卜の上層及び下層として、それぞれ、ポ



リエチ レンテ レフタ レ一 卜/ ポ リエチ レンの芯鞘構造の繊維 を使用 した、坪量

1 8 g / m 2の液透過性のエア一スル一不織布を用い、該上層については、該

エア一スルー不織布にエンボス加工によって凹凸を付与 したものを用いた。

凹凸付与後の上層の坪量は 2 3 . 5 g / m 2であったものを用いた。

裏面シ一 卜2 と しては、坪量 2 0 g / m 2の液不透過性且つと透湿性のポ リ

エ チ レン製樹脂 フ イル ム （炭酸 カル シ ウム配合）に坪量 1 5 g / m 2 のポ リプ

口ピレン製樹脂 を用いたスパ ンボン ド/ メル トプロ一ン/ スパ ンボン ド （S M

S ) の構成の不織布をホ ッ 卜メル トで貼 り合せたものを用いた。

吸収体 3 と しては、繊維集合体に粒子状の吸水ポ リマーを保持させたもの

と して、 フラッフパル プ 2 0 0 g / m 2 と吸水性ポ リマ一 2 9 0 g / m 2 との

均一混合物か らなる総坪量 4 9 0 g / m 2の吸収性 コアを用いた。

[0059] (実施例 2 )

閉 じ口部 とインジケータ部 とが非接着 とされた以外は、実施例 1 の試験体

と同様 に して使い捨ておむつの試験体 2 を得た （図 1 1 ( b ) 参照）。

[0060] (比較例 1 )

閉 じ口部 とインジケータ部 とが一部で重な らない配置 と した以外は、実施

例 1 の試験体 1 と同様 に して使い捨ておむつの試験体 3 を得た （図 1 1 ( c

) 参照）。

[0061 ] (比較例 2 )

閉 じ口部 と袋状部 とが当接面の全面で接合された以外は、実施例 1 の試験

体 1 と同様 に して使い捨ておむつの試験体 4 を得た （図 1 1 ( d ) 参照）。

[0062] (評価）

上記で製作 した各使い捨ておむつ試験体について、使用前、使用後のイン

ジケ一夕の変化の状態 と変化 までの時間とを評価 した。なお、 また表 1 にお

ける 「使用前」 とはおむつの装着前の状態を意味 し、 「使用後」 とはおむつ

使用後の排尿の後の状態を意味する。

具体的な試験条件及び試験方法は下記の内容で行 った。

前記おむつサ ンプルを試作後、 ミシン目のある包装袋 に入れて、温度 4 0



°Cで湿度が 8 0 %の恒温恒湿室に2 ヶ月保存 した。保存後、室温に戻 した上

で測定を行った。

1 . 使用前のインジケータの変化

ィンジケ一夕の色変化は目視により変化の度合いを判断 した。

2 . 使用後のインジケータの変化

おむつに水を3 0 0 m L 注入後、ィンジケ一夕の色変化の度合いを確認 し

、またそのときの時間も評価 した。

[0063] 上記の試験の結果を表 1 に示す。なお表 1 における" A " 、 " B " 、 " C

" の評価内容は以下のとおである。

1 . 使用前のインジケータの変化

A ： 変化が見られない。

B ： —部変化 している部分がある。

C ： 色が変わって しまっている。

2 . 使用後のインジケータの変化

A ： 水をかけることにより、変色する。

B ： —部変化 していない部分がある。

C ： 変化 していない部分が大半をしめる。

3 . インジケータの変化までの時間

A ： 分以内に変化する。

B ： 分以内に一部変化する。

C ： 変化するまでに 1分以上かかる。

[0064]



[ 表 1]

表 l

実施例 1 実施例 2 比較例 1 比較例 2

試験体 2 3 4

参照図面 4 ( a ) 4 ( b ) 4 ( c ) 4 ( d )

使用前のインジケータの変化 A A C A

使用後のインジケータの変化 A A A B 〜 C

使用後のインジケータの変化 A A A B 〜 C

までの時間

[0065] 表 1 に示す結果か ら明 らかなように、実施例 1及び 2 の使 い捨ておむつは

、使用前のインジケータ部の変化はなか った。つまり、 インジケータ部 と吸

水性ポ リマ一自体あるいは含有する微量の水分 との接触への抵抗が高いこと

が分か った。 さ らに使用後 においては良好なィンジケ一タ部の変化 を示す こ

とが分か った。 これに対 して比較例 1 の使 い捨ておむつでは、使用前 にイン

ジケ一タ部 と吸水性ポ リマ一自体あるいは含有する微量の水分 との接触が生

じていた ことが分かる。 また比較例 2 の使 い捨ておむつでは、使用前の変化

は生 じなか ったが、排泄 によるインジケータ部の変化 を読み取 りに くく、取

替える最適な時期が判別 し難 い結果 とな った。以上の とお り、本発明の構造

によれば、閉 じ口部 を有する吸収体 においては、使用前のポ リマ 一 やその微

量の水分 との接触の機会 を好適 に抑制で き、かつ使用時の排泄尿 による最適

なィンジケ一タ部の変化 をなす本来の機能 を十分 に発揮することがで きるこ

とが分か った。

符号の説明

[0066] 表面シ一 卜

裏面シ一 卜

3 吸収体

吸収性 コア

4 繊維素材



吸水性ポ リマー

被覆 シ一 卜

袋状部

閉 じ口き

閉 じ口外方先端縁

閉 じ口付 け根部

インジケータ当接部

空気層

6 a , 6 b ， 6 c イ ンジケータ部

インジケータ領域

サイ ドシ一 卜

外装 シ一 卜

使 い捨ておむつ



請求の範囲

肌 当接面側 に配置 された表面シー 卜、非肌 当接面側 に配置 された裏

面シー 卜、及び両シー 卜間に介在配置 された吸収体 を備 えた吸収性物

品であ って、

前記裏面シ一 卜と前記吸収体 との間には、液 との接触 によ り視覚的

に変化するインジケータ部が配設 されてお り、前記吸収体は、繊維素

材及び吸水性ポ リマ ー を有する吸収性 コアと該吸収性 コァの外面 を覆

う被覆 シ一 卜とを備 えてお り、

前記吸収体の幅方向断面視、前記被覆 シー トは、前記吸収性 コアの

肌 当接面側か ら非肌 当接面側 を覆 う袋状部 と該袋状部 に連設 されその

外方 に位置する閉 じ口部 とを有 し、前記閉 じ口部 は、前記吸収性 コア

の非肌 当接面側 にある前記被覆 シー 卜の幅方向の両端部が合掌折 りで

接合 され、かつ折 り畳 まれてな り、

前記閉 じ口部 は、前記ィンジケ一夕部の配設 された領域 を全て覆 う

ように配置 され、前記閉 じ口部 と前記袋状部 とは部分的に結合 されて

いる吸収性物品。

前記閉 じ口部 は、閉 じ口付 け根部分 において前記袋状部 と結合 され

ている請求項 1 記載の吸収性物品。

前記閉 じ口部 は、前記ィンジケ一タ部 と接合 されていない請求項 1

又は 2 記載の吸収性物品。

前記閉 じ口部 は、該閉 じ口部の外方端縁部分及び前記付 け根部分 に

おいて前記裏面シ一 卜と接合 されている請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項

に記載の吸収性物品。

前記閉 じ口部の付 け根部分近傍の前記袋状部が前記吸収性 コァと接

合 されている請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記閉 じ口部 と前記袋状部 との間は、ホ ッ 卜メル ト接着剤 をスパイ

ラル状 に塗布することで、空隙を有する間欠的な接合状態である請求

項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。



前記吸収性 コァは、吸水性ポ リマ一を含 まないフィル タ一層 とその

肌 当接面側 に配 される繊維素材及び吸水性ポ リマーの混合層 とを有す

る請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記インジケータ部 は、 p H の変化 によって色が変化する呈色指示

薬 を含む親水性組成物か らなる請求項 1 ~ 7 のいずれか 1 項 に記載の

吸収性物品。

前記インジケータ部 は、 P H の変化 によって色が変化する呈色指示

薬 と粘着性物質 との混合物 を含有するホ ッ トメル ト組成物か らな り、

前記インジケータ部 は、塗設 された前記ホ ッ 卜メル ト組成物が前記被

覆 シ一 卜に浸透 しないよう固化 されてなるものである請求項 1 ~ 8 の

いずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記吸収性物品の幅方向中心線か ら閉 じ口外方端縁 までの長 さ t 2

に対するインジケータ部の端縁か ら閉 じ口外方端縁 までの長 さ t 4 の

比率 t 4 / t 2 は、 0 . 2 5 以上 0 . 8 5 以下である請求項 1 ~ 9 の

いずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

ィンジケ一タ部が配設 されたィンジケ一タ領域の幅方向の長 さ s ！

と閉 じ口部の幅方向の長 さ t ，との比率 s t ，は、 0 . 1 5 以上 0

. 7 5 以下であ り、 インジケータ領域の幅方向中心か らインジケータ

部の端部 までの長 さ S 2 と閉 じ口部の閉 じ口外方端縁 までの長 さ t 2

との比率 s 2 / t 2 は 0 . 1 5 以上 0 . 7 5 以下である請求項 1 ~ 1

0 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記被覆 シー 卜の幅方向の両端部の接合はホ ッ 卜メル 卜接触剤 を塗

布 してなされ、塗布 されるホ ッ トメル ト接着剤の坪量は、 1 . O g /

m 2以上 1 0 . 0 g m 2以下である請求項 1 ~ 1 1 のいずれか 1 項

に記載の吸収性物品。

前記被覆 シ一 卜の繊維密度 は 0 . 0 5 9 0 3 以上 0 . 2 g / c

m 3以下である請求項 1 ~ 1 2 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記ィンジケ一タ部 は P H の変化 によって色が変化する呈色指示薬



を含む親水性組成物か らな り、前記親水性組成物 に含有 される呈色指

示薬は、 p H が 3 以上 7 以下で色が変化するプロモ フ エノ一ル プル一

、 メチルオ レンジ、 ァ リザ リンS 、 プロモク レゾ一ル グ リー ン、 メチ

ル レツ ド、 プロモク レゾ一ルパ一プルのいずれかである請求項 1 ~ 1

3 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

[ 請求項 15] 前記 インジケータ部 は p H の変化 によって色が変化する呈色指示薬

を含む親水性組成物か らな り、前記呈色指示薬は、前記親水性組成物

の全量 に対 して 0 . 0 1 質量 0/ 0以上 5 0 質量 0/ 0以下、好 ま しくは 0 .

0 1 質量 0/ 0以上 4 0 質量 0/ 0以下、最 も好 ま しくは 0 . 0 1 質量 0/ 0以上

0 . 5 質量％以下含有する請求項 1 ~ 1 4 のいずれか 1 項 に記載の吸

収性物品。

[ 請求項 16] 前記 ィンジケ一タ部 は、 p H 7 で実質的に無色で酸性領域で発色す

る p H 指示薬 （a ) 0 . 1 質量％以上 5 質量％以下、界面活性作用を

有するグ リセ リン脂肪酸エステル （b ) 2 0 質量 0/ 0以上 9 0 質量 0/ 0以

下、ポ リアルキ レング リコ一ル （c ) 2 0 質量 0/ 0以上 3 5 質 0/ 0以下、

カルボキシル基 を有するポ リマー （d ) 0 質量 0/ 0以上 7 0 質量 0/ 0以下

、 （b ) 及び （d ) 以外の酸性物質 （e ) 0 . 1 質量％以上 5 質量 0/ 0

以下を含有する組成物か らなる請求項 1 ~ 1 5 のいずれか 1 項 に記載

の 吸収性物

[ 請求項 17] 前記表面シ一 卜は、親水性不織布で、ェア スル 一不織布、ポイン ト

ボ ン ド不織布、 スパ ンボ ン ド不織布、 スパ ン レ一ス不織布、及び立体

賦形不織布か ら選ばれる 1 種単独又は 2 種以上の組み合わせか らな り

、該不織布の繊維がポ リプロピレンの単繊維、ポ リプロピレンとポ リ

エチ レンの複合繊維、及びポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜とポ リェチ レ

ンの複合繊維等か ら選ばれる 1 種単独又は 2 種以上の組み合わせで親

水化処理が施 された繊維であ り、該シ一 卜の繊維坪量は 1 5 g / m 2

以上 5 0 g / m 2以下である請求項 1 〜 1 6 のいずれか 1 項 に記載の

吸収性物品。



前記裏面シー トは、疎水性の熱可塑性樹脂 と、炭酸 カルシウム等か

らなる微小な無機 フィラー又は相溶性のない有機高分子等 とを溶融混

練 してフィル厶を形成 し、該 フィル厶を一軸又は二軸延伸 して得 られ

る多孔性 フイルムか らな り、前記熱可塑性樹脂 はポ リオ レフィンであ

る請求項 1 ~ 1 7 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記吸収性 コアは前記物品の股下部 に対応する領域 にス リッ 卜部 を

有 し、前記ス リッ 卜部が前記ィンジケータ部 と厚み方向に重なる配置

とされている請求項 1 ~ 1 8 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

前記吸収性物品は使 い捨ておむつであ り、

着用時に着用者の腹側 に配 される腹側部、着用者の股下部分 に配 さ

れる股下部、着用者の背側 に配 される背側部 とか らな り、 その全体 と

して股下部が幅方向内方 に括れた砂時計形の形状 を有 している請求項

1 ~ 9 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品。

請求項 1 ~ 2 0 のいずれか 1 項 に記載の吸収性物品の製造方法であ

つて、

連続搬 出される被覆 シー 卜原反上 に前記吸収性 コアを載置 し、前記

被覆 シー 卜原反の幅方向両端部 を持ち上 げ前記吸収性 コァ上で合掌折

りし、前記両端部の対向面それぞれにホ ッ 卜メル ト接着剤 を塗布 し接

合 して袋状部 を形成 し、前記接合 された両端部 を前記袋状部 に沿 うよ

うに折 り畳んで閉 じ口部 を形成 して前記吸収体 を得、該吸収体 を上下

反転 させる吸収体形成工程 と、

連続搬送 される裏面シー ト原反 に呈色指示薬 と粘着成分 との混合物

を含有するホ ッ 卜メル ト組成物 を塗布 し、 さ らに冷却 して固化 させる

インジケータ部形成工程 と、

前記ィンジケ一タ部が形成 された裏面シ一 卜原反上 に前記ィンジケ

—タ部の幅方向外方 において間欠的にホ ッ 卜メル 卜接着剤 を塗布 し、

該裏面シ一 卜のホ ッ 卜メル ト接着剤 によって前記閉 じ口部の前記閉 じ

口付 け根部及び前記閉 じ口外方端縁が裏面シ一 卜と接合 されるように



して前記吸収体 を載置 し固定する積層工程 とを有する吸収性物品の製

力法。

[ 請求項 22] 前記吸収体形成工程 において、被覆 シー トの両端部 を合掌折 りして

接合後、前記吸収体の上下反転前 に、塗布 された前記ホ ッ トメル ト接

着剤 を冷却 して固化 させる請求項 2 記載の吸収性物品の製造方法。
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